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社会科学研究所 定例研究会 報告要旨 
 
2008 年 4 月 24 日(木)  定例研究会報告 
テーマ： 「年齢・世代からみた食料消費の変化」をめぐって 
報告者： 石橋喜美子（中央農研センター・マーケティングチーム） 
     秋谷 重男（埼玉大学名誉教授） 
ｺﾒﾝﾃｰﾀｰ： 森   宏（本学名誉教授・社研研究参与） 
時 間： 15：30～17：30 
場 所： 神田校舎 7 号館 774 教室 
参加人数：25 名 





報告者の一人石橋（敬称略）は、1 ヶ月 8,000×12 ヶ月＝96,000 戸の個票データを分析
した数少ない研究者の一人である。1982 年・1991 年・2001 年の 10 年間隔、今回の報告で
はさらに 2006 年を追加して、世帯員個人の主要食品の 1 人当たり消費を年齢階級別に推計
し、大半の食品の（家計内、以下略）個人消費が年齢によって大きく変異していることを
始めに明示した。たとえば成人についても、みかん・りんご・きゅうり・トマトなどの生



















古い世代（1979 年時点で 40 歳以上）は 40 歳から 50 歳、60 歳と加齢するに伴い魚の消費
は着実に増加するが、新しい世代、特に 1979 年時点で 20 歳代前半（現在 40 歳代）以下は、




眺めた、表 1 に要約される。分析の対象期間は 1980 年から 2000 年の 20 年間である。古い
世代 A は 1980 年に 40 歳代で、2000 年には 60 歳になっている。1930 年代出生のコウホー
トである。B と C はそれぞれ 1980 年に 30 歳代と 20 歳代で、2000 年には 50 歳代と 40 歳
代に加齢している。出生はそれぞれ 1940 年代と 1950 年代で、A、B および C は幼少時か
ら成年に至る期間にかなり異なった食経験をしていると思われる。 
 
表 1 世代 A,B,C ごとにみた年齢階級別の消費の変化―架空例 
年齢 20-29 歳 30-39 歳 40-49 歳 50-59 歳 60-69 歳 
世代 A - - 145 175 185 
世代 B - 120 130 145 - 
世代 C 100 100 105 - - 
 
A は 40 歳代から 50 歳代に加齢するに従い、1 人当たり（以下略）消費を顕著に増やし、
60 歳代にはいるとやや鈍る。B は 30 歳代から 40 歳代と 50 歳代へ加齢するに伴い消費を
増やすが、伸びはやや緩慢で、A に比べ 50 歳代では 30 も低い。C は 20 歳代から 30 歳代
と 40 歳代に加齢しても、消費は 20 歳代のときとあまり変わらず、40 歳代では A に比べ
40、B と比べても 25 少ない。これらから三つの含意が読み取れる。一つ目は、（同じ時点
で比較して）年齢階層間に大きな差が存在する。二つ目は、（同年齢を比較して）世代間に
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段差が存在する。三つ目は、世代によって加齢に伴う変化の様相が大きく異なる。 
第一の点については、年齢間格差には世代差が含まれている。第二の点については、た
とえば同じ 40 歳代を比べる際、A の 145 は 1980 年、B の 130 は 1990 年、C の 105 は 2000
年の消費に対応しており、1980 年から 2000 年にいたる 20 年間の期間に、消費が総体的に
逓減（あるいは逓増）していたとすれば、世代間格差には時代効果の差も含まれる。第三
の点については、たとえば A と B の 40 歳代から 50 歳代にかけての加齢効果、（175-145）
= 30 と（145-130）= 15 の差には、前者は 1980 年から 1990 年、後者は 1990 年から 2000
年への時代に伴う変化が含まれている。 
かように個人の消費に、年齢と世代に加え、時代の 3 要素が影響しているとすれば、二
人の報告者の 2 次元の作図・作表に対して、もう 1 次元追加する必要があるのではないか
が、討論者、森の指摘であった。そのコメントに対して、フロアーから「それなら 1 次元
追加すれば済むという程度の問題とは思えない」との疑問が寄せられた。調査年次（t）、
年齢（i 歳）と世代の出生年（k）の間には、t = i + k の線形関係が存在し、いずれか 2 つ
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2008 年 5 月 17 日（土）  定例研究会報告 
報 告 者：内田 雅敏（反戦ビラ裁判弁護人・本学法学部非常勤講師） 
コメント１：大西 章寛（立川反戦ビラ入れ裁判“元”被告／立川自衛隊監視テント村） 
コメント２：古川  純（本学法学部教授・憲法学） 
テ ー マ：立川反戦ビラ裁判最高裁判決（4 月 11 日、第 2 小法廷）の批判的考察 
共   催：NPO 現代の理論・社会フォーラム 
時   間：15:30～18:00 
場   所：神田校舎７号館 784 教室 
概要 








住者・管理者の法益は極めて軽微なものである、ビラの投函は憲法 21 条 1 項の保障する
政治的表現活動の一態様であり、営業用ビラ配布に比べ優越的地位が認められるとして、
可罰的違法性がないとした。この一審判決は、表現の自由保障の意義に照らして、常識的







してビラ配りをしたことが鉄道営業法 35 条・刑法 130 条に違反されるとして起訴され、
有罪とされた判例を引用し、判決理由を補強しているが、この判例は、本件とはまったく
事案を異にする事例である。 
 最後に内田弁護士は、自衛隊派遣反対のビラ配布を、住居侵入罪の目的外使用によって
処罰したことは、「銃後の憂いをなくす」ためであり、さらには、オウム事件以後、公安
警察と公安検察がその存在意義を再び強調しだしたという背景もあるだろうとした。 
 また、コメンテーターの古川教授からは、この判決により、犯罪ともいえない軽微な行
為により、政府に反対する表現活動に対する萎縮的効果が危惧され、事実そのような萎縮
的効果に基づく表現の自粛が始まっている点が指摘され、大西氏からは、事件の当事者と
して 75 日にわたる捜査の過酷さや留置所内での生活、事件の社会的反響の大きさなどに
ついて、コメントがなされた。 
記：専修大学法学部・内藤光博 
